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２０１１年 本会議  
９ 月９ 日  

 

市政一般質問 質問項目 要旨 
 

質 問 項 目 要 旨 

１ 温暖化対策としての温室効果 

ガス削減の対応に付いて 

（1） LED 化のメリットとしての電力消費量と、 

これに伴う Co2 削減効果を鑑み自治会への 

LED化助成制度を更に拡充し地域からCo2削減

の大きな流れを作るべきと考えているが、 

当局のお考えを伺いたい。 

 

２ 資源ゴミ収集に於ける市民への

 利便性拡大に付いて 

（1）城南団地にて試験的に施行されている「常設

のごみステーション」に付いての試行状況と

検証結果についてと、今後の試行地域の拡大

について、当局のお考えをお示し下さい。 

 

（2）施行設置できた地域から市民の利便性を考慮

する為の回数拡大試行実施。また、市中心街

では設置スペースの点から、設置後、将来的

にも回収回数の拡大も必要と考えるが、当局

のお考えをお示し下さい。 

 

３ 学校教育に於ける防災対策に付

いて 

（1）東海沖地震発生時の登下校時の児童、生徒

自身の安全確保に付いてどのような対応を

とらせるのか、また本市での、いざと言う

時の為の「防災教育」に付いて、当局の見

解をお示し下さい。 

 

（2）各学校で作成している通学路内のハザード 

マップ危険箇所。「ヒヤリハット」箇所へは、

各方面よりの依頼が有り次第の是正、改修

等行う様に要望します。当局の見解をお示

し下さい。 
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質 問 項 目 要 旨 

（3）開校中に災害に見舞われた場合の甲府商業 

高等学校、商科専門学校の生徒、学生の

「帰宅困難者」に対し、食料や水の備蓄、寝具、

簡易トイレなどの用意等の体制が整っている

かどうか。そして商科専門学校に付いて、

市立の教育機関として、高校と同等の対策が

必要と考える。当局の見解をお示し下さい。

 

４ 耐震化対策に於ける諸課題に付

いて 

（1）地震で家屋が倒壊しても、生存空間確保で

「命の確保ができる」事を目的とし、高齢

者世帯や社会的弱者世帯にも、自己負担資

金が軽減できる中で多様な選択肢が 

選べる、補助の拡大が必要と考える。

当局のお考えをお示しめし下さい。 

 

 

５ 北新 3団地建替えに伴う、 

住民対応に付いて 

（1） 施策を行う側の説明責任として、住民の 

不安を少しでも取り除ける様、専用の

「相談窓口」を設置し、専門の職員を配置

すべきと考えます。 

住民とのコミュニケーションを取りながら、

個々に違う住民の「困り事」に対し、具体的

な対策方法を提示し、より一層の暖かい手を

差しのべる事が必要であると考えます。当局

のお考えを御伺いします 
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公明党 兵道議員の代表質問に続いて、２０１１年９月  

本会議での市政一般質問を行います。 

この 4 月、多くの市民の皆さまから真心からのご支援を 

賜り、市議会に送り出していただきましてから早や 4ヶ月。 

この様な議会の場での発言や、質問は何分始めてでござ

いますが、市民の皆様の声を直接お聴きし、これを市政に

繋げ、政策にまで高められる提言をして行こうと、決意を

しております。 

市民の皆様より負託をいただいた以上、自分で培って 

きた過去の経験を何とか生かしながら「大衆と共に」の  

精神を挟持して、よりよい市民生活実現のため、市政発展

のため、日々鋭意努力を惜しまず精進して参ります。 

本日は、諸先輩議員の皆様には、発言の機会を与えて  

戴いた事に対しまして、衷心より厚く御礼申し上げ、 

以下質問に入ります。 
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始めに、質問１、「温暖化対策としての温室効

果ガス削減の対応について」お伺いします。 

 

国では「地球温暖化対策に係る中長期ロードマップ」を策

定し、2020年度の温室効果ガス排出量を、2008年度比で25％

削減する目標を掲げています。これを踏まえ、本市でも  

現在策定中の「甲府市地球温暖化対策新実行計画」に   

おいて、同様の削減目標が議論されております。 

部門別での温室効果ガス排出量の推移を直近の 08年度でみ

ると、 

① 運輸部門 35.3％ 

② 民生（公共）部門 3.2％ 

③ 民生（民間）部門 15.4％ 

④ 民生家庭部門 23.5％ 

⑤ 産業部門 15.6％ 

となっており、 

削減目標達成のためには、我々の身近で排出量が多い

民生家庭部門での削減に向けた新たな施策構築が求めら



 6

れております。 

こうした中、注目されているのが、太陽光発電とともに  

LED 灯であります。 

LED 灯は普通の蛍光管に比し、初期投下費用が高めという

難点があるものの、消費電力が約半分で済み、また寿命も 

長いため、Co2 削減効果はもちろん、環境負荷が少ない  

というメリットがあります。 

昨年度までは、家電エコポイント制度により、一般家庭へ

の導入促進が図られてきましたが、制度終了とともに  

導入も鈍ってきている感があります。 

本市では、グリーンニューディール基金を活用して、  

公園、道路照明等の LED 化が進められているとともに、  

各自治会への街路灯補助に付いても、年間 2 本の LED 化  

助成が行われております。 

近年の地球温暖化防止に向けた市民の意識の高まりから、

街路灯の LED 化を進めようという自治会も次第に増えて 

きております。私の知り合いの自治会長も次の世代のこと

を考え、出来ることは今やろうと、自治会の皆さんと良く
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話し合い、皆さん納得のもと自治会内の街灯 34 灯を自治会

負担で LED 化したそうであります。これこそがまさに、  

市民一人一人の力を借りながら進める、温暖化防止策のあ

るべき姿だと改めて感じました。 

LED 化の計り知れないメリット、特に電力消費量の抑制、

これに伴う Co2 削減効果に鑑み、また、一般家庭への導入

促進のインセンティブという点から、現行の自治会への  

LED 化助成制度を更に拡充し、まず地域から Co2 削減の大き

な流れを作るべきと考えますが、当局のお考えを伺います。 

 

＜ 市民生活部 市民対話課 答弁 ＞ 

質問に対する当局答弁 

防犯街路灯の LED 化につきましては、地球温暖化対策と

して効果的でありますことから、本年度から、自治会が維

持管理をしている、防犯街路灯の LED 化を促進するため LED

灯の新設及び交換に対し、補助制度を新設したところであ

ります。 

現在の申請状況を検証してみますと、申請自治会の 
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約７０％が LED 化に対する申請をしており関心の高さが 

窺えます。しかしながら、特に蛍光灯から LED 灯への交換

につきましては、初期費用が大きいため、相当の自治会負

担が生じますことから、申請自治会に偏りが見られる傾向

もございます。 

またコスト面から検証してみますと、初期費用に対し、 

街路灯の電気料金は定額制で安価に設定されているため、 

電気料金の軽減等ランニングコストを考慮しても、現時点

では、コスト面でのメリットは薄いと考えられます。 

しかし、地球温暖化に対応する環境対策という一面にお

きましては、大きな効果が期待できますことから、補助制

度の拡充につきましては、現行の補助制度のあり方を検証

し、慎重に検討を進めてまいります。 
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次に、質問２、「ゴミ収集に於ける市民への利

便性拡大について」お伺いします。 

 

全国を上回るスピードで高齢化が進む本市では、高齢一人

暮しが 8,072 世帯と増加しており、この中でも女性単身  

世帯は男性世帯の 2倍超であります。 

私が住んでいる伊勢地域は高齢世帯が甲府市内で最も多

く 585 世帯で有り、この内、女性単身世帯は男性世帯の 2.8

倍、429 世帯であります。 

この様な地域での女性高齢者には、朝早くからの有価物

当番の分別作業は、体力的にも困難となってきており、  

1 ヶ月分の新聞を小分けして何度も集積所に往復する姿を

見れば「早急な対策」をとの強き想いに駆られます。 

また、ある地域では、高齢化世帯数が多くなって    

しまった為に分別作業そのものが困難となり、市資源ごみ

の収集へ切り替えてしまう地域も発生しています。 

そして反対に、子供が小さい若い世帯の多くでは特に、

夏場などに量が多くなってしまうペットボトル等が、  
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有価物収集日だけでは対処しきれず、有価物収集日以外に、

近くのスーパーなどの常設の廃棄場所へ廃棄してしまう 

事も現実であります。更に資源ゴミ持ち去りも未だ横行し

ております。 

様々な「困り事」の対策には、必要に応じ、施錠等も   

できて持ち去りの予防や管理が行え、且つ２４時間何時で

も使用体制が執れる「常設のゴミステーション」の増設を、

早急に実施することが必要と考える処であります。 

この「常設のゴミステーション」に付いては過去、   

我が党を始めとして、諸先輩議員も幾度となく質問に  

立たれております。議会に於いて当局からは、「＜常設のご

みステーション＞の設置につきましては、地域住民の利便

性の向上が期待できるものの、不適切排出や管理体制の構

築など、解決すべき課題も多数あることから、調査・研究

してまいります」との答弁が有りました。 

 

他の市町村地域では既に各自治会に設置されている地域

もあり、その「効果」「ネガ項目」に付いて、自身で実地調
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査、確認をしてきましたが、今後の本市での増設施行の上

での、重要な対策内容を孕んでいる事の認識もできました。 

①本市に於きましては城南団地にて試験的に設置されてい

ますが、その試行状況についての検証結果について伺うと

ともに、今後の試行地域の拡大について、当局のお考えを

お示し下さい。 

②また、高齢者への配慮と、市民の利便性を考えれば、  

試行設置できた地域から順次、収集回数の拡大を検討すべ

きであるとともに、市 中心街への「ごみステーション」  

設置スペースなどを考慮すれば、やはり設置後の    

将来的には回収回数の拡大が必要と考えますが、当局のお

考えをお示し下さい。 
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＜ 環境部 減量課 答弁 ＞ 

① 質問に対する当局答弁 

現在、市営城南団地に設置してあります 資源物２４時

間ステーションにつきましては、地域の要望を踏まえる中

で、資源物排出の利便性や、資源リサイクル意識の高揚を

図るため、平成２１年１０月から、供用を開始しました。

設置当初は、資源物以外のものが、持ち込まれることもあ

りましたが、地元自治会のご協力等により、現在では、適

切に分別排出されており、また回収量につきましても、設

置当初の比べ、月平均で、５０％程度の増量となるなど、

一定の成果が現れています。こうした状況を踏まえ、本年

度以降、年次的に同様のステーションを増設していく計画

でありますが、 

設置にあたっては、有価物回収の実施状況や夜間の持ち

込みなどによる周辺住民への影響等を考慮するとともに、

一定の広さを確保する必要があります。このため、本年度

につきましては、候補地として選定した設置場所のある自

治会などと、現在、協議をしているところであります。 
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② 質問に対する当局答弁 

また、回収回数につきましては、ステーションの排出ス

ペースが限られていることや衛生の保持を図るため、現在、

休日を除き、毎日、回収していますが、今後、ステーショ

ンを拡大した場合でも、可能な限り、現在の回収方法を維

持していきたいと考えています。 

なお、自らごみを持ち出すことが困難な高齢者世帯等につ

きましては、平成１８年３月から実施している「ふれあい

収拾事業」で今後も対応してまいります。 
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次に、質問 3、「学校教育に於ける防災体制に

ついて」お伺いします。 

 

東日本大震災での小学生、中学生が遭遇した災害の   

悲惨さと、筆舌に尽くしがたい状況は我々も充分知る所で

あります。 

本市でも災害時に於いての一番の問題は、学校にいる場

合はともかく、登下校途中に突然起こり得る、地震や災害

に見舞われた場合の児童、生徒が安全に避難できるか否か

と言う事であります。この為、学校での直接管理が及ばな

くなる登下校時に「自分の身を守る為」、「自分の命を守る

為の術」を教える「防災教育」を拡充する事が、いま最も

重要な事であると考えております。 

①そこで、今後 30 年以内で 80％の発生率と言われている  

東海沖地震については、市内でも甚大な被害に至ると思わ

れますが、その時の登下校時の児童、生徒自身の安全確保

に付いてどのような対応や指示がなされているのか伺う

とともに、いざと言う時の為の「防災教育」に付いて、ど
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のように対応されているのか、当局の見解をお示し下さい。 

②また災害発生時に於ける「ハード面」での危険リスク 

低減の予防措置として、各学校で作成している通学路内の

ハザードマップ危険箇所への対策は、いざと言う時の  

安全・安心確保に非常に重要な意味をもっていると考えて

います。「ヒヤリハット」の箇所を無くす事で、     

緊急避難時の重大事故発生予防措置へと繋がります。  

この為、各学校区域に存在する危険箇所について、各方面

より是正、改修等の依頼が有り次第に迅速な対策を取る様

要望しますが、当局の見解をお示し下さい。 

③本項目最後の質問です。開校中に災害に見舞われた場合、

甲府商業高等学校、商科専門学校に付いては本市地域外の、

南アルプス市、笛吹市、身延町、郡内地域から通っている

生徒、学生が有り、東海沖地震等、大規模災害発生時には

帰宅できない「帰宅困難者」になる事が予測されます。  

高校に付いては県教委からも指示確認依頼がある通り、 

この帰宅出来ない生徒に対する、食料や水の備蓄、寝具、

簡易トイレなどの用意等の体制が整っているかどうか。 



 16

そして商科専門学校に付いては、市立の教育機関として、

高校と同等の対策が必要と考えますが、当局の見解をお示

し下さい。 

 

＜ 教育部 学校教育・学事課 答弁＞ 

① 質問に対する当局答弁 

地震が発生した場合における児童生徒の安全確保につき

ましては、教育委員会が策定した「教師の防災の手引き」

に示す 

・ 危険な場所から離れる 

・ 頭を覆って座る 

・ 一緒にいた人を確認する 

・ 学校、自宅、避難場所のうち近いところへ非難する 

という考えを基本として 甲府市立の全小学校において 

「防災マニュアル」が策定されており、登下校時に発生し

た場合の対応などの内容も示されております。 

こうした中、各学校では地震発生時や警戒宣言発令時を 

想定した避難訓練等を年間５回程度実施しておりますが、 
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今回の東日本大震災の状況や、実際に本市の教員が被災地

の小学校へ出向き、教育支援を行って得た経験などを踏ま

え、なお一層きめ細やかな対応が必要であると考えており、 

現在、防災マニュアルの見直しと防災教育のあり方を研究

しているところであります。 

② 質問に対する当局答弁 

また、通学路については、毎年度、各学校において、PTA

や児童とともに安全点検を実施しているところであります

が危険箇所につきましては、その危険性や緊急性などを考

慮し また、地域の要望を踏まえ、速やかな対応に努めて

いるところであります。 

今後とも、学校における防災教育の充実と通学路の安全確

保に努めて参ります。 

 

＜ 教育部 商業高校・商科専門学校課 答弁＞ 

③ 質問に対する当局答弁 

甲府商業高等学校及び甲府商科専門学校の災害発生時に

おける対応につきましては、いずれも、地域の実情や学校
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の実態を踏まえた災害時における対応計画が策定されて

おり、年間３回程度の防災避難訓練が実施されております。

こうした中、甲府商業高等学校は、甲府市地域防災計画に

よる避難場所として指定され、非常用食料や毛布などが備

蓄されているところでありますが、帰宅困難な生徒等への

対応物品につきましては、両校ともに、災害時の帰宅困難

な生徒が想定されることから、今後、関係者と協議の上、

必要物品の備蓄等について検討を行って参りたいと考え

ております。 
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次に、質問 4、「耐震化対策に於ける諸課題に

ついて」お伺い致します。 

 

1995年1月17日に発生した、阪神淡路大震災に付いては、

神戸市内を中心に震度７を観測しました。神戸市内で  

死者の 80%相当、約 5000 人にも及ぶ死亡者の住居は、   

鉄筋コンクリート工法では無く、木造軸組工法のものが 

多く、建物が大破して潰された事が原因で死亡率が高くな

ったとの事であります。 

本市としての大規模地震への備えの一歩である耐震 

診断は、当初 61.8％の多くの市民が「耐震診断を実施する

予定は無い」と回答していましたが、主要なイベント開催

の度に「無料耐震化相談」を随所で開催し、市民に広く周

知される事となりました。 

しかし「耐震診断」後の「耐震改修」に付いては、    

山梨県全体でも 2010 年度の木造住宅改修は 36 戸であり、

06 年度当初から 5 年間の累計でも 142 戸と、県総体で  

目標を大きく下回る状況であるとの新聞報道が     
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ありました。 

本市も同様で有り、この進まない大きな要因は「補助以

外の高い自己資金費用がネック」となっている事が考えら

れております。 

本市に於いてのアンケート調査では「耐震改修」の  

必要がある住宅所有者が「今すぐ耐震改修を行わない  

理由」として、「資金面の余裕がない」49.0％、で半数を

占め、次に多い「今さら耐震改修をしても無駄だと思う」

36.9％と、高齢者の多くも「耐震改修」の施工に躊躇して

いる状況が確認されております。 

当局策定の「甲府市耐震改修促進計画」には「経済的な理

由から住宅の耐震改修を断念する傾向が強いことが考え

られることから、高齢者世帯や障害者世帯、低所得者世帯

に対する工事補助の割り増し等の拡充が必要です。」と 

記述が有りますが、この実情は、市民から聞かせて頂いた

多くの声とも合致し、現状に即して端的に言い表されてい

る、と考えています。 

しかし、耐震改修を推進する意味の本義は「大地震  
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発生時にも多くの命が失われない事」であります。特に 

経済事情等で耐震化対策が行えない世帯には、之に変わる

代替対策の拡充を図るべきであると強く考えております。 

施策実行側の当局も、この様な多くの市民の実情を勘案

し、新たな支援策として、2010 年 4 月 1 日より「甲府市木

造住宅耐震シェルター設置事業補助金交付要綱」で  

「生存空間確保」の為の｢耐震シェルター｣に対しても、 

補助が実施される事となりました。 

しかし結果として、開始年の 10 年度中の実施は 0 件で

あり、本年からようやく施行実績が出始めました。この低

さは認知度の故だとしても、多くの市民との対話の中では、

費用面や設置条件で「手が付けられない」と考えており、

これが改修件数にも表れていると考えております。 

翻って、他地域自治体の補助内容を確認してみますと、

激震が予測されている静岡県の主な各市並びに、首都圏直

下型地震の予測される東京都でも同様に「耐震改修」  

「耐震シェルター」の助成を行っていますが、本市より 

更に、補助選択肢の種類に幅を拡げて、「耐震避難ベッド
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（耐荷重 65ton）」にも助成を行っています。 

この様に「生存空間確保」を目指し、市民個々に違う経

済状況、住環境の問題を考え併せれば、多様な方途を示せ

る助成が本市にも同じく必要ではないかと考えておりま

す。 

また一部地域では更に「耐震シェルター家具」耐加重

10ton のテーブルや、寝たきりの要介護者に対し、家屋が

倒壊しても生存空間確保ができる、ベッドを囲む「耐震介

護ベッド用シェルター（耐荷重 65ton）」などへも、補助の

対象としています。 

高齢者世帯や社会的弱者世帯の自己負担資金を少しで

も軽減して、「家が倒壊したとしても命の確保ができる」

事を大目的とし、多様な選択肢での補助拡大が必要と考え

ますが、当局のお考えをお示し下さい。 
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＜ 都市建設部 建築指導課 答弁 ＞ 

質問に対する当局答弁 

木造住宅の耐震化については、これまでも様々な手法で 

制度の周知・啓発を図ってまいりました。今年度は更に  

既に耐震診断を実施して改修がまだ行われていない方々 

への耐震化を促す通知文の送付や住宅密集地区への戸別 

訪問を実施し耐震化の促進を図ってまいります。 

また、補助制度の拡充につきましても平成１９年度に 

補助対象となる建物の範囲を拡大するとともに 

平成２０年度には補助限度額を一般世帯につきましては

６０万円を８０万円に  高齢者世帯等につきましては 

８０万円を１００万円にそれぞれ拡充いたしました。 

更に平成２２年度には新たに耐震シェルター設置に対する

補助制度を創設し耐震化の促進に向けて制度拡充を図って

きたところであります。 

ご質問の補助制度の拡充につきましては国・県の動向を

見ながら他都市の制度の状況や利用状況等を確認する中で

検討してまいります。 
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最後に、質問５、「北新 3 団地建替えに伴う、

住民への対応について」お伺いします。 

 

この建替えが行われる 3 団地に付いては、老朽化の面、  

耐震化の面でも、早い建替え等の対策を講じる事は言うま

でも無いと考える処であります。 

また別側面から見た場合、建替え後の新しい団地へは、

ファミリー層である若い世代が多く住居する事ができる、 

間取りと家賃体系であり、甲府駅や中心街に程近い北部 

地域である事から、活性化に対しての貢献度に期待が高く、

新たなコミュニティ創生の役割も果たせると予測ができ、

この団地建替えの意義は、本市にとっても非常に大きいも

のであると考えております。 

しかし、この新住民の獲得や、新たな活性化を生む  

コミュニティを創生できる事と対極に有って重要な事なの

は、現在住まわれている既住民への「心のケア」だと考え

ます。当局で行われました調査結果「北新団地建替に伴う

意向調査の集計結果について」に示されている様に、単身  
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世帯が 70.8％、但し若い単身世帯は少なく、高齢の単身  

世帯が多いのが現状です。この高齢者のいる世帯は 67.9％

であり、更に障害者のいる世帯も約 13％あります。 

また、当該団地住人の方から「経済的な困り事」の相談 

を受けた世帯も少なからずありました。この方々の生活者

目線に立てば、「転居」に際して少なからず発生する「住民

自身の出費と経済的な問題」は無視できない問題であると

考えております。 

この様な住民の声は、当局集計の「＜北新 3団地建替え 

意向調査＞記述集計表」の「Ｂ－７ご意見・ご要望をお書

き下さい」の内容にも現れており、今一度確認して戴きた

いと要望します。 

一人暮らしの高齢者の不安は、とにかく納得できるまで 

何度も説明の機会を持って欲しいと考え、そして状況に応

じて相談支援などを行って欲しいと考えるのは当然だと 

考えます。計画策定時から、当局が何度も説明会を行った

経緯も確認しています。しかし、住民個々に違う生活状況

から来る建替え後の不安、住居移動後の不安、団地に戻っ
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た後の家賃等の不安など、決して一律論の説明では済まな

い場合が往々にして有る筈です。 

以上の事から、施策執行側の説明責任として、この様な 

既住居者・住民の不安を少しでも取り除ける様、相談内容

を一括して担当する職員が配置された専用窓口を設置すべ

き、と考えます。そして住民個々に違う「困り事」に対し、

具体的な対策方法を提示して、より一層の暖かい手を差し

のべる事が必要であると考えますが、当局のお考えを御伺

いします。 

 

以上を持ちまして最初の質問を終わります。ご清聴、

感謝致します。大変にありがとうございました。 

 

＜ 都市建設部 建築指導課 答弁 ＞ 

質問に対する当局答弁 

北新３団地の建替えについては、施設の老朽化への対応と、

居住水準の改善を図ることにより市民に安全で安心な住環

境を提供するとともに、世代混在型のまちづくりを目指し、
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事業を推進しているところであります。 

既存入居者の住替えに伴う対応につきましては、全体説明

会を開催し、立替計画の概要や家賃の軽減措置、移転費用

の助成などを説明するとともにアンケート調査を実施して

個々の希望ができるだけ実現できるよう努めてまいりまし

た。また、個々の相談においてはプライバシーにかかわる

部分も多いことから、入居者それぞれの方ごとに担当職員

を決めて、戸別訪問を実施するなど、それぞれの事情に応

じた きめ細やかな対応を行ってまいりました。今後の事

業の実施にあたりましても、入居者の不安の解消に努めな

がら通常業務における相談を充実させ、より一層事業がス

ムーズに推進できるよう取り組んでまいります。 
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＜ 再 質 問 ＞ 

只今、種々答弁を戴き、ありがとうございました。 

特に防災教育に付いてでありますが、甲府商業、商科専

門学校における「帰宅困難者」の対応と共に、特に重要な

防災教育に付いてであります。東日本大震災に拠る大津波

から助かった女子中学生の体験として、地震発生後にすぐ

高い処を目指して無我夢中で走り抜いたそうです。 

多数の被害者が出た中、どうして、冷静な行動が取れた

のか？生徒曰く「何か起こったら自分の命は自分で守る」

が地元の言い伝え、それを学んで育ったから。「助かったの

は奇跡では無い、言い伝えを守って訓練を重ねた結果です」

と語っていました。山梨に津波は有りません。しかし「釜

石の奇跡」と同じく、最高の防災行政の理想を目指して、

生徒一人ひとりが自からの命を、自らを守る為の行動をど

う起こすのか。そして他の人にも声を掛け、自助から共助

へと、いざと言う時に無事故への希望の連鎖拡大が出来る

様。日頃の指導徹底を強く要望して私の質問は終わります。 

ご清聴を感謝致します、ありがとうございました。 


